（各課様式１）

予算要求資料
令和２年度当初予算  支出科目 款:衛星費 項:医務費 目:希望が丘こども医療福祉ｾﾝﾀｰ費
	事業名 　希望が丘こども医療福祉センター
医事情報システム整備・保守管理費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　健康福祉部　医療福祉連携推進課　管理調整係　
電話番号：058-272-1111（内2557）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail： c11230@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　  １３２,２２１千円　（前年度予算額：6,845千円）

＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産
収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	6,845
	0
	0
	0
	0
	0
	6,845
	0
	0

	要求額
	132,221
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	132,221

	決定額
	131,559
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	131,559


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
・当センターにおいては平成２７年度からオーダリングシステムを導入し
医師や看護師が行う検査や処方などの指示（オーダー）を電子的に管理し運用してきた。
・しかし医療分野においても急速にＩＴ化が進む中、現在カルテの電子化に
　は未対応の状況となっている。現状の紙カルテでは診療現場においてカル
テ庫からの取り寄せに労力がかかり、医師・看護師・検査技師・理学療法
士等が同時に患者の情報共有できる環境とはなっていない。
・又、紙カルテを採用し続ければ、数年後には保管庫の容量を超えること
になり、新たな保管庫の増築が必要となる。

・今回システムの更新にあわせ、電子カルテを基軸とした医事情報システム
を導入することにより、センター内における患者情報のスムーズな共有と
セキュリティに配慮した体制を構築するとともに、保管スペースの問題を
解決し、医師、看護師をはじめとする当センター医療従事者の働きやすい
環境整備を目指す。
（２）事業内容

現システムの保守管理契約が令和２年８月末で満了するのにあわせて、電子カルテを基軸とした医事情報システムを導入し、保守管理を行う。
（３）県負担・補助率の考え方

県10/10　県立医療福祉連携施設における情報システムのため
（４）類似事業の有無　　有
　　　
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	R2
	事業内容の詳細

	委託費
	132,221
	初期設定費用：123,662千円
システム保守委託料（R2.9～R3.3）：5,680千円※新ｼｽﾃﾑ
（R2.4～R2.8）：2,879千円※旧ｼｽﾃﾑ

	合計
	132,221
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）後年度の財政負担　　43,005千円（Ｒ３～Ｒ７）
　　　Ｒ３年度　　9,737千円 （システム保守委託料）
Ｒ４年度　　9,737千円
Ｒ５年度　　9,737千円

Ｒ６年度　　9,737千円

Ｒ７年度　　4,057千円　（～R7.8）
（２）国・他県の状況

　　　他県医療療育施設において、順次電子カルテの導入が進んでいる。

　　　・北海道子ども総合医療・療育センター
・山形県こども医療療育センター
・栃木県立とちぎリハビリテーションセンターこども療育センター
・三重県子ども心身発達医療センター
・鳥取県総合療育センター　　　　　　

事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
電子カルテを基軸とした医事情報システムを令和２年９月までに導入することにより、センター内における患者情報のスムーズな共有とセキュリティに配慮した体制を構築するとともに、医師、看護師をはじめとする当センター医療従事者の働きやすい環境整備を目指す。



（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業

開始前
	指標の推移
	現在値

(前々年度時点)
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	診療業務に関するシステムの導入及び保守管理に係る経費であり、その性質上目標の達成度となる指標を数値化して設定することは困難であるため。



（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

　平成２７年９月より導入しているオーダリングシステム（医師や看護師が行う検査や処方などの指示を電子的に管理するシステム）の保守管理。


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
オーダリングシステムの運用により、診療後の指示伝搬時間の短縮、患者の待ち時間の短縮について一定程度効果が見られたが、リアルタイムの患者情報の共有、カルテ紛失リスクには課題を残している。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)

○
	医療現場における電子カルテの導入は、年々普及が進んでおり、平成２９年度には電子カルテの普及率は４０％を超えた。新システムの導入は社会情勢に沿ったものである。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている

△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

　 〇
	　概ね期待どおりの成果が得られているが、今後新システム導入後、運用状況を確認し効果を判断

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)

〇
	　オーダリングシステムの導入により、ある程度効率性は図られているが、カルテの電子化により更なる診療現場における業務の効率性を向上させる。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
医師・看護師、リハビリ等の各部門職員が新たな医事情報システムの円滑な運用について、速やかに機能を習得することが必須課題となる。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

新たに導入する医事情報システムの保守管理を継続して実施し、安定的な運用に努める。


（他事業と組み合わせて実施する場合の事業効果）
	組み合わせ予定のイベント又は事業名及び所管課
	【○○課】

	組み合わせて実施する理由や期待する効果　など
	


